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1、ぽじめに
　本（1998）年5月，、E，Uは来る1999年1月1日をもって關始されるEMU
（欧州通貨連合）、に参加する国を決定した。・参加国は，大方の予想通り北加盟
15か国中開始直後からの参加を拒絶していた英国・スウェーデン・デンマーク
及び参加のための収敷条件（財政赤字」、・物価上昇率・為替レートなど）一を満た
すことができなかったギリシャを除くl1か国となっれ今後作業が順調に推移
すれば，1999年1月1日以降は参加国通貨と新たに導入される単一通貨ユー口
との交換レートが不可逆的に固定される惹けでなく，一ホールセー々レベルでの
金融取引はすべて単一通貨斗一口で決済されることになる（現金通貨としての
ユ∵口が流通するのは2002年以降が予定されている）。そ牝と同時に域内金融
を統一的にコントロールするための機関である欧州中央銀行（E　C　B）もス
タートするが，、その初代総裁には三、一フブンスが旦国の中央銀行総裁であ肴
トリシュ氏を対抗馬に立てていささかの紐余曲折があったものの一・耳C　Bの
母体である欧州通貨制度（EM工）の現総裁ドイゼンベルグ氏（も＾とのオラン
ダ中央銀行総裁で，、ドイツが強く支捺Lてきた人物プがその支ま．就任すること
も決定された。通貨統合という今世紀最後のドラ、マの幕開けはいよいよそこま
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で来ていると言えよう。
　初めに明確にしておくが，筆者はこの通貨統合の帰趨について極めて懐疑的
であり，これまでそれに関する2つの論文を公表している。1つは「域内通貨
レートの不可逆的固定といっても，それに拘束されるのは域内市場だけであり，
域外市場がそれを遵守する義務はない。従って，域内通貨レートと域外での各
国通貨レートの間で乖離ができれば，資本移動が自由化されている以上，グレ
シャムの法則が発生し，自国通貨が良貨となった域内諸国ではユー口が流通し，
自国通貨は退蔵されるであろうし，逆に悪貨となった国においては従来通り自
国通貨が流通して，むしろユー口が退蔵されることになるであろう」（1）という
ものであり，もう1つは「EUの最終目的は，域内全域が単一の巨大な経済市
場となることで，各生産部門は最適な立地条件を国境を越えて追及し，その結
果資源配分の最適化が達成される。こうして形成された生産部門の最適立地
（営特化）はアメリカや日本を上回る経済効率を生み出すかもしれない。この
ためには単一通貨の導入が不可欠であるという。ただし，その特化が逆に命取
りになる。つまり特化は域内各国の産業構造の一新を意味するのであるが，そ
のことは域内各国閻の景気動向に非対称性を生み出してしまう。もしE　Uが本
当の意味での1つの国家であれば，財政政策の展開によって非対称性は是正さ
れるであろうが，E　U本体の財政は甚だ脆弱であり，単一通貨導入後も財政は
基本的に域内各国が担うことになっている。となれば，効率性を追従した結果
生まれた各国における特化構造がネックとなり，国際競争力を喪失した産業に
特化した国を誰も救うことはできなくなってしまう’。残された唯一の解決策は
経済的に繁栄している域内の別の国への移民であるが，現状ではこれが大規模
に発生するのは望み薄である。となれば，E　U脱退を選択する国も現れるかも
しれない」｛2）というものである。
　1998年欧州委員会は“チェッキー二報告”を公表した。これは市場統合が完
成すれば，E　Uにどのような経済的利益が，そしてそれがどのようなメカニズ
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ムを通じてもたらされるかをシュミレーションLたものである。そして1996年，
同委員会は“モンティ報告（“丁止e　Si㎎le　Market　and　Tomorrw’ざEurope”）を
公表した（この報告書を纏める作業部会のチーフであったマリオ・モンテイ
（Mario　Monti）氏の名を取ってこの名称となっている）。これはチェソキー
二報告がいわば「事前予測」だったのに対して，その後の事態の推移をフォ
ローして，現在の時点で総括した「事後評価」といった性格をもっており，2
■＝つの報告書は一対の著書といえるもρである（3〕。止本稿はこのモンティ報告を
べ一スにして，註12）で指摘した「最適立地とそれに伴う産業の各国別特化」と
いうテーマをE　Uがどのように把えているのか，そして景気の非対称性とその
問題点をどのように理解しているのかをサーベイし，それに対する筆者の見解
を明らかにするという構成となっている。
2．市場の統合と産業の地理的再編成
｝）市場統合論の系譜
　市場統合論の兆しは，E　Uのそもそもの出発点となったローマ条約において
も明確にされている。その第2条には「共同市場の設立および加盟国の経済政
策の接近によって，共同体全体の経済活動の発展と拡大をはかり，もって共同
市場の一層の向上と加盟国間の関係緊密化を促進すること」と記されており，
具体的な目標としてr域内．におげる関税および貿易数量制限の撤廃」，丁人，
サービス，資本の域内自由移動」，「自由競争を阻害しない制度の確立」、「国内
法の接近」，「雇用機会の増大と欧州社会基金の設立」などが掲げられている。
ζうした事項を総合的に考えてみると三「限り無く接近した杜会的・＝法的構造
を保有する域内各国の風を，皿人サ7ビス，資本が自由に移動して，単独の国
では望み得ない規模での雇用の拡大（干生産規模の拡大）を達成する、こと」が
目標として想定されていることが明らかになるであろう。つまり，∫域内にお
ける産業の地理的再編成」は当初から根底的な目標となっていたのである。
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　ところで昨今の単一通貨導入誇者は「単一通貨なしでは，域内の経済続合は
スムースにすすまない」と主張している。しかし，経済統合の出発点である
ローマ条約には単一通貨に関する規定は全く存在していない。これは同条約が
発効した1958年時点における世界の金融システムが「圧倒的なドル支配」とい
う名に相応しい状況にあり，ドルという「公共財」にフリーライドすることが
E　Uにとって合理的な選択であったことを物語っている。従って，「単一通貨
導入」はその後の歴史的な文脈から発生したものと考えるべきであろう（4〕。
「通貨統合なくして経済統合なし」というのは実は「後知恵」なのである。
　月日は流れ1995年6月。欧州委員会は「単一通貨導入の実施要項に関するグ
リーンペーパー（“Gre㎝Paper㎝the　Practical　Arrangements　for　theIntroduc－
tion　ofthe　Si㎎1e　Currency”）」を公表した。ここには単一通貨導入に至までの
3段階アプローチが紹介されている他，単一通貨導入の必然性あるいはそのメ
リットが記されている。詳細な内容の紹介は省略するが，そこに記されている
もののうち，例えば「両替手数料の廃止による収益性の向上」や「為替リクス
が消滅することによる投資の活性化」などは極めてアプリオリな事項であり，
誰も反対する人はいないであろうが，これは「当たり前のこと」を述べている
のすぎず，積極的なメリットと呼べるほどのものとは思えない。逆に，「単一
通貨圏各国で大幅な経済成長と雇用の拡大が実現する」という記述が見られる
が，これは多くの前提条件を踏まえてからでないと議論することすらできない
ような事項である。つまり，「通貨が一つになる結果，以前からの市場統合の
動きが加遼化され，域内各国があたかも一つの国のようになり，それぞれの産
業は国境を越えて域内各地に自らにとって最適の地を求めて資本ならびに労働
力を配置する。そこでの大量生産は規模の経済を発揮させ，域外との国際競争
カが飛躍的に向上する」というやはり地理的な意味での産業再編成が前提と
なっていなくてはならないからである。
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／2〕地理的産業立地の最遭化
　それでは最適立地とば伝統的にどの．ようなものであるとされてきたのであろ
うか。1つは「国際分業による地域的特化」というものである。この観点は今
をさること約200年前に既にリカードによって指摘されている。rイギリスは羅
紗を生産するには1年間ユ00人の労働を要し，また葡萄酒を醸造せんと試みた
ならば，同一時問に亙って120人の労働を要するが如く，事情の下に在るもの
としよう。従ってイギリスは葡萄酒を輸入し，而して羅紗の輸出によって之を
購ふこことを利益とするであろう。ポルトガルに於いて葡萄酒を生産するには，
1年聞僅かに80人の労働を要し，また同じ国に．於いて羅紗を生産するには，同
時聞に亙って90人の労働を要する毛の、としよう。従gてポルトガルに取っては，
羅紗と交換に葡萄酒を輸出するのが有利である。この交換は，ポルトガルの輸」
入する貨物がポルトガルに於いてイギリスに於けるよりも少量の労働を以て生
産せられ得る場合において，猶ほ行はれ得るであろう。ポルトガルは羅紗を90
人の労働を以て造り得るに拘らず，猶ほこ、の国はそれを，一その生産に100人の
労働を要する国から輸入するであろう。何となれば，ポルトガルに取っては，
その資本の一部分を葡萄栽培から羅紗の製造に割いて生産し得べきものよりも，
一層多くの羅紗をイギリスから交換し来るべき，葡萄酒の生産に寧その資本を
投ずる方が；有利たるべきを以てである」（5〕。かの有名な「比較優位に墓づぐ
産業の特化」がそれであゐ。ただしこれは「労働力の移動がない」という前提
に墓づく国際貿易論であることに留意すべきであろう。いずれにせよ，「特化
は貿易を通じて全ての国に利益をもたらす」という指摘なのであるが，ここに
は「為替レート」一という視点は全くないら当然．r金本位制」が大前提になって
いるからである；．その意味では「単一通貨」導入のメリッートを示唆するものな
のかもしれない。
　モンティ報告書にもこのリカrド流の分業論が展開されている。「全体的に
みると二単一市場計画は貿易面での統合に強い刺激を与えた。完全な世界言
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いかえれば完全競争，最高水準の規模の経済，等々が存在する世界においては，
単一市場の創設によって各国の比較優位に基づく産業特化が導き出されるはず
である（つまり，ある国は主に自動車を輸出し，他の国はシャッの輸出に依存
する）。このことは，「産業間」貿易（すなわち，A国からB国に向かう特定部
門の商品の輸出が，同一商品の逆方向への貿易フローの10パーセント以下であ
るような貿易）の増加を意味する。……産業間貿易の場合に生じる特化は，E
U各国において，ある部門の収縮と他の部門の拡大（たとえば，労働コストの
高い国における衣服産業の消滅，また技術レベルの低い国におけるハイテク産
業の消滅）を引き起こしたであろう」という記述が存在しているからである（6〕。
しかしそれに続く文章は「こうした現象は発生しなかった」であり，実際に発
生したのは「r産業内』貿易」であったというのがE　Uの見解のようである。
理由は報告書のどこにもなく，EU域内市場が「完全な世界」ではないことを
自らが宣伝しているような形になっている（この報告書には何か所かこのよう
なつじつまの合わない記述が存在している）。
　リカードから約70隼後。マーシャルはかの階済学原理』の中で，r労働力
の移動」を前提にしたもう一つ「地域特化」の発生とそのメリットを明らかに
した。「あるいはまた，経済発展のごく初期の段階を除くと，地域特化産業は
技能に対する持続的な市場を提供することから大変な利便を得てきている。使
用者は必要とする特殊技能ををもった労働者を白由に選択できるような場所を
たよりにするであろうし，職を求める労働者はかれのもっているような技能を
必要とする使用者が多数おり，たぶん良い市場が見いだせるような場所へ自然
と集まってくるからである。孤立した工場を所有しているものが，ふつうの労
働力の豊富な供給が近くにあっても，ある特殊は技能をもった労働力が手には
いらないために，遠くへ移動しなくてはならない場合も少なくない」｛ア〕と述べ
て地域特化のメリットを指摘している。更に「やがて近隣には補助産業が起
こってきて，道具や原材料を供給し，流通を組織し，いろいろな点で原材料の
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経済を助ける。，また，その地区の同種の生産物の総計量が大きくなる一と，たと
え個別企業の資本規模がそれほど大きくなくても，・高価な機械の経済的利用が
ひじ去うによくおこなわれるようにもなろう。それぞれ生産工程の二小部品を
分担し，多数の近隣企業を相手に操業している補助産業は，ひじょうに高度に
特化した機械をたえず操業させていけるだけの注文があるので，たとえ機械の
原価が高くその更新の時期がたいへんはやくくるものであっても，、その経費を
回収していけるからである」（8）というかたちで「地域特化」のメリットは収穫
逓増と外部経済性の発生にあると喝破している（9）。
　こうした理論は経済あるいは経済構造の国際的な進化遇程をかなり旨く説明
するものであると思われるがゴ現在のEUは，後で紹介するように，このよう
な視点には立脚していない。むしろ「域内への産業の分散と瞳業内』貿易」
というもう一つ別の形での地理的最適化論に身を寄せているようであるである。
そこで本稿ではまずそうしたE　Uのスタンスを明らかにレた上で，単一通貨導
入と絡めて批判的な議」論を展開することにする。
　（3）E　U流「産業の最適立地論」
　「〈財に関する検査が消滅したために〉国境での遅れがなくなり道路貨物運
送の規制が撤廃されたgで，自動箪企業は組文てメrカーと部晶メ∵カーの双
方ともが，低コストのEU周辺諸国一帯に移転して利益をあげるよう鼓舞され
たようである。一ほとんどの投資は伝統的に白動章を製造したことのなか2たス
ペイン，ポルトガル，イギリス，イタリーアの諸地域に投下されたが，若干は，
東へのE　Uの拡大を期待して，中央ヨーロッパにも向かっている」担◎。これが
、“モンティ委員会報告”・における最適立地論の基本のよう一である。事実ここ数
年，フォード（ドイッ）・は，イギリスエ場で1000人規模の人員解雇を行い，そ
の生産ラインをスペインに移すこと、ルノー（フランス）も組み立て工場をベ
ルギーからスペインヘ移すことを決定している。いずれもケースもrスペイ！
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の労働コストの低さ」に惹かれてのことである（ルノーは国内でも2000人規模
での人員削減を実施することを予定している）。これは経済地理学でいうとこ
ろの「熟練の解体」と呼ばれる現象であり，「熟練工に依存している場合には，
立地も既存の工業地域に縛られるが，単純労働力でもすむような部分できた工
程に関しては，縁辺地域に移転することができるようになる」ωという語の具
体化であろう。同報告書が「〈E　U構成諸国間の貿易の申で＞増加しているの
は『産業内貿易』，つまり同一部門間の貿易である。この種の貿易においては，
複数の国が同時に同じようなタイプの生産物，たとえば，自動車と自動車，
シャッとシャッを輸出したり輸入したりする。商晶価格と品質による差別化も
なされる（高級自動車あるいはブランド名つきシャッと安い自動車またはシャ
ッ）。『産業内』貿易の増加はおそらく，この時期にEUにおいて起こりえた最
良のことであった」⑫としているのも「熟練の解体」を念頭においての認識で
あろう。そして「『産業内』貿易の場合，調整は諸産業の間でよりむしろ諸企
業の中でなされる。E　U経済はいっそう多様になり，したがって原料価格の突
発的な上昇のような部門固有のショックに対抗する能力が高まることになる。
そのようなショックがE　U域内の一か国に対して及ぼす影響が，他のEU構成
国へのそれに比べて大きくなることはないであろう（この点は，通貨同盟の準
備段階においてはとくに重要である）。産業内貿易の増加は，主として差別化
された商品の貿易増加によるものである」血3として，「景気動向の非対象化」は
発生しないと結論づけている。更に「単一市場は，また，比較的貧しいE　U構
成国の間に，より競争的な市場において被害を受け，そして豊かな構成国の産
業に押し潰されてしまうかもしれないという不安をかきたてた。事実は，おそ
らくギリシャを場合を除いて，どちらも起こらなかったということである。ス
ペイン，ボルトガルおよびアイルランドは，E　U平均よりも早く成長した。も
ちろん，この多くはこれらの国が受け取り，主にインフラストラクチャーの整
備に費やしたE　U構造基金の増額によるものである。しかし，単一市場が一定
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の特化の増大を伴ったとしても（事実，伴ったのだが），そのことは，比較的
貧しい構成国が，以前から冒険的な参入を開始していた，より新しく，より高
い技術の産業から全般的に締め出されることを意味しなかった」ωとも記して
いる。総じて単一市場の強化が大きなブラスをもたらしたと評価していること
が読み取れよう。
3．EU流「産業の最適立地論」の聞題点
（1〕E　U内部での経済格差の拡大
　マンデル（M㎜dell　R．A）の「最適通貨圏」を持ち出すまでもなく，自由な
労働力移動と賃金の伸縮性は通貨統合に不可欠な条件であ孔後者についてば
後で述べることにするが，前者についてはむしろE　Uにおいてはそれが奨励さ
れていることから，その動向が注目されるところである。しかしモンティ報告
書は「労働者の自由移動は1968年に定められた権利であり，労働移動の面では
単一市場計画によって著しい進展が見られたわけではない。他のEU構成国に
居住するEU市民（労働者とその家族）の数は，1985隼の515万人から1993年
の548万人に，わずかに増えただけだった。また単一市場完成によってEU域
内での移民増加がもたらされると期待されていたわけでもない。経済学者の専
門用語でいうところの，移動可能な生産『要素』は，労働よりもむしろ資本で
あることが証明された。単一市場によって国境を越える投資が増加したので，
かつては労働者が仕事を求めて移動しなければならなかったのだが，むしろ仕
事の方が労働者のいる所にやって来るようになった。民間投資，加えてE　U構
造諸基金はスペイン，イタリア，ポルトガル，ギリシャならびにアイルランド
（移民の伝統を有する国々）における雇用創出に貢献した」⑮という形で現在
の事態を把握していることが判明す糺つまり「ヒトではなくカネが移動す
る」というものである。
　しかしこうした形での資本移動が本格化した場合，最初の段階ではまず失業
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の増加という現象が生み出されであろうと筆者は考えている。というのもE　U
域内での後進諸国の特色は，教育水準をはじめとした人材面での非熟練性にあ
り，そうした諾国であってもある種の工業が現在でも操業できているのは国内
産業への国家の各種の保護策（企業の国有化，補助金の交付）の賜物だからで
ある。通貨統合にともなう単一市場の完成は，こうした保護策が全面的に廃止
されることを意味する。そうであるならば、こうした諸国における既存の工業
は大打撃を受け，生き残ることは不可能であろう。もちろん先に記したように，
自動車産業がこうした地域に進出してくるという形で既存企業から流出した労
働力のいくばくかを吸収することは問違いない。しかしそれを発生させるイン
センティブは「非熟練性に伴う相対的低賃金」ということに尽きる訳で，これ
は先に述べた「熟練の解体」そのものである。従って，進出してきた企業が求
めるのは，単純労働者としての役割をそうした諸国の国民が果たしてくれるこ
とに限定される。このような事態は「大半の資本財や原料・中間製晶，さらに
高次のサービスは，他の地域にある社内の事業所は他の企業から移入される。
そうすると，発展途上国における輸出加工区のように，『飛び地」的な工業化
の形にとどまってしまう。利潤も本社がコントロールするので地元に再投資さ
れるとはかぎらない」㈱という形で解釈されるべきであろう。日本の事例で言
えば，「高度成長の初期には四大工業地帯・三大都市圏とその他の地方圏との
所得格差が拡大したが，後半カ・らは工場の分散や，公共投資・の財政トランス
ファーを通じて格差が縮小した。70年代には大都市圏への流入よりも人口のU
ターンの方が上回っている。しかし，地方に展開したのは分工場のみであって，
高次の機能は首都圏に集中していたことから，格差は一定水準以下には縮小し
なかった」αカということである。教育水準が全国的に見て均一と言って良い日
本国内ですらこのような事情であり，だとするならばE　U域内の後進地域の飛
躍的な経済発展を予測することは極めて難しいことになる。
　先に引用したモンティ報告書は「スペイン，ポルトガルおよびアイルランド
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は，EU平均よりも早く成長した。もちろん，この多くはこれらの国が受け取
り，主にインフラストラクチャーの整備に費やしたEU構造基金の増額による
ものである」と自賛しているが，このままのぺ一スで成長を続けたとしても，
スペイン，ポルトガルのGD　Pが「E　U平均の90％の水準」に達するまでには
約20年ξいう時聞が必要となることをまず認識しておくことが必要であろう。
更には，このぺ一スが持続するという見通しがほとんどないことも確認してお
く必要があろう。このことを実例に当て猷めて考えて見よう。
　かつて西ドイッは東ドイツと再統一を果たすに当たって「世界のマネーの地
殻変動を引きおこすほどの巨額の資金援助」鯛を東ドイツ地域に対して行った。
それが奏効して当初数年間，、建設業を中心にした復興需要により旧東ドイッ地
域のGD　P成長率は急激に上昇し，旧西ドイツ地域のそれを大幅に上回ってい
た。しかし統一時の「数年聞の資金投入で東は西に完全にキャッチアップす
る」という予測は，統一から十隼たった現況を見れば，完全に的はずれであっ
たことは明白であろう。現在の旧東ドイッ地域は「国内後進地域」という状態
に固定化されてしまい，西からの財政援助を頼りにしながら細々と生産活動を
続けている一方で，大量の失業者を発生させてしまっているζとは周知の事実
となっている。蝸
　この事例からくみ取れる教尋11は「スペイン，ポルトガルがこのままのぺ一ス
で成長することはまずないであろう」ということである。マーシャル的な意味
での技術の集積と裾野産業の発展が見られば事態は変わるだろうが，こうした
諸国に提供されるのは熱練を要しない技術だけであり，常にドイツの「風下」
に立つことを余儀なくされるであろう。またアイルランドはこρままのぺ一ス
で成長を続ければ，二「E　U平均の90％という水準」にあと7年で到達すること
になっているが，「アイルランドについては，生活水準の指標としてG　D　Pを
使うことにも大きな問題がある。この国のG　D　Pのかなりの都分は多国籍企業
が生み出すものであり，その利益の多くが国外に流出するからである」㈱とい
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う指摘も示唆に富むものと言えよう。「経済的な格差が拡大する」という見通
しの方が合理性を持つのではないかと考える所以であ糺
　（2）賃金水準の問題
　先にも述べたように，ドイッの自動車メーカーがスベインに工場を建設する
理由は（それが全てではないものの）「低賃金で単純労働力が確保できる」と
いうに求められるであろうし，それは経済的な合理性に適う行動である。そし
て現在であれば，ドイツ企業の当初の目的は達成可能であろう。というのも，
少なくとも名目賃金は各国通貨で表示されているので，スペインの工場に勤務
する従業員は，ドイツ本国の工場に勤務する（より熟練度の高い）従業員との
給与格差（実際には為替レートで換算すると二倍以上の格差があるにも拘ら
ず）をあまり意識しないであろう。しかし単一通貨ユー口導入によって事態は
一転する。ユー口の換算率はまだ明らかではないので，世界的な価値表示手段
であるドルで表すならば，同一企業のドイツの工場の従業員が週当たり例えば
500ドルを得ているのに対して，スペインの従業員は僅かに200ドルしか得てい
ないことが，今度はドルという非日常的な表示単位でではなく，ユー口という
極めて日常的な表示単位で白日の下に晒されてしまうのである。
　勿論現在域内各国の間には物価水準に違いがある（ユー口参加のための収鮫
条件は物価上昇率を問題にしているものであって，物価水準そのものを問題に
はしていない）。従って，名目賃金の差がそのまま生活水準の差に直結すると
は言えない。しかし次のような問題が発生するであろうことは容易に観察しう
るものである。
　まず，スペインの従業員がドイツ本国の従業員との間の給与格差を縮小する
ように要求するという事態である。これはあながち非合理的な想定ではない。
ドイツの実例を再度引いてみよう。統一後の東西ドイッの市民に関する意識調
査によれば，「あなたは自分が提供している労働に見合うだけの賃金を得てい
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るか」という質間に対して，西の住民よりも東の住民の方が「不当に安い賃金
しか受け取っていない」という回答を多く寄せているのである刎。しかし実際
には旧東ドイツ地域の産業の生産性は1日西ドイッ地区のそれの半分以下である
にもかかわらず，賃金水準は西のそれの80％にも達しているのである（因みに
こうしたことが可能になるのは，西からの巨額の財政資金投入であり，その財
源は西の市民が納めている「違帯税」から構成されている）。つまり東の市民
は実際の労働の対価以上のものを受け取っているにもかかわらず，「西の市民
が得ている（名目）賃金よりも20％低い」という「相対的な劣等観」に基づい
て「二流市民扱いをされている」という形でのフラストレーションを募らせて
いるのである。マルクという統一通貨を利用しているが故の現象であろう。
　さてユー口という共通単位で表示された賃金に格差があることに目覚めたス
ペインの従業員の賃上げ要求にドイツの経営者はどのように対応するであ二ろう
か。無用な摩擦を避けるべくいくばくかの賃上げには応じるかもしれ牽いが，
それ以上の譲歩は決して行わないであろう。まず，ドイツがスペインに進出し
たのはそこが低賃金地域だったからであり，そこでドイッ人並の賃金を支払わ
なくてはならなくなったならば，スペインにとどまる必要は全くないことにを
る。しかも生産性が著しく異なる従業員に同じ水準の賃金を支払うことは企業
にとって自殺行為である（それが可能になるのは，先の東西ドイツのような財
政支出等の補助金が伴う場合に限定される）。仮に全く同一水準ではなくとも，
一定程度賃金を上昇させてしまえば，輸送コスト等が存在し，しかも自国が大
量の失業者に苦闘していることを踏まえて，この企業はスペインから撤退する
ことになるだろう。他方スペインにとっても生産性を上回る賃金の受け取りは，
一見歓迎すべき事態に思われるかも、しれないが，実は厄介な問題を引き起こす
ことになろ。というのも，物価水準がドイツよりも大幅に低い不ペインで，一
部の業種で高い名目賃金が支払われた場合，2つの事態が発生するからである。
まず，当該ドイツ企業が撤退するというリスクが高まることである。国家保護
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タイプの在来産業が消滅した中にあって「希望の星」であった外資系企業の撤
退はスペインにとって大きな打撃となろう。もう1つは，生産性を上回る賃金
の支払いは，スペインにとってインフレファクター（高度成長期の日本におい
て発生した「生産性格差インフレーション」を想起されたい）を提供すること
になるという点である。外資系企業従業員以外のスペイン人にとってこれまた
大きな打撃となるであろう。
　いずれにせよ，スペインにおける賃上げは，一定程度以上は行われないであ
ろう。つまりドイツ企業のスペイン進出・残留は偏に「スペインの賃金がドイ
ッよりも安いこと」にかからているからなのであり，その縮小はそれが解消す
ることを意味するからである。「所属する多国籍企業の意向によりEU域内諸
国間を移動させられる傾向が特に顕著にみられたのは，管理職と非常に専門的
な技術を有する労働者である。結呆的に彼らの俸給表はEU全域で徐々に収鮫
しつつあ孔この現象は，他のカテゴリーの労働者に関する賃金交渉がEU域
内でしだいに分散化されつつあるのとは対照的である」⑳。これは何と皮肉に
もモンティ報告書に掲載されている一文なのである（これも第2章第2節で指
摘した「つじつまの合わない記述」の一つである）。実はE　U自身も「域内に
おける経済格差の是正が極めて難しい」と考えているのではないだろうか。し
かし，格差が是正されないとするならば，そのことは，既にユー口という単一
通貨を利用・保有しはじめているスペイン人の中に，（旧東ドイツ住民同様）
大きなフラストレーションを発生させるであろう。
　13）地域移動に関する企業への足椥
　これまでの記述では，「スペインに進出したドイッ企業は，スペインにおい
てはドイツ本土の従業員の給与水準以下のものしか支払わないであろうし，そ
うした条件が満たされなければ当該企業はスペインから撤退し，他の低賃金地
域へ移動することであろう。そしてそうした行動こそ，自由な単一市場におけ
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る企業の最適立地探求欲求にもとづく経済合理的なものである」というもので
あった。’このことは，「近い将来において東欧諸国をE　Uに加盟させる」とい
う現在の方針を考えてみるならば，域内に更に低賃金藷国が出現することを意
味しており，これまでの議論は一層現実味を帯びることになるであろう。とい
うのも，これこそが究極の内実における「E　U流地域最適論」の実現だからで
ある。東欧諸国のEU加盟に域内後進諸国がおしなべて冷ややかなのも当然と
いうべきかもしれない。
　しかしE　Uは自らが想定したrヒトではなくカネが移動する」という意味で
の最適立地論に対しも極めて重い足かせを現実には課してしまっているのであ
る。それは「社会憲章（Social　Charter）」の存在によるものである。この憲章
は「今後予想される極めて競争的な状況にあって，企業はr従業員の生活水準
を低下させてまでも競争を乗り切ろう』とするのではないか」という恐れから
制定されたものであり㈱，具体的には「重大な経営上の決定についての労使間
の事前協議の義務付け，大量解雇の際における厳格な手続き」を企業に求めて
いる。従業員が企業の勝手な論理に翻弄されて路頭に迷うことがないような措
置を講じておくこと自体は方向性として当然のことである。しかし問題はその
「厳格さ」であり，余りにもそれが厳しければ企業の経済合理的な行動は阻害
されることになる。イギリスが「こうした社会政策は労働組合の力を再度増大
させるものであるが，これは絶対に避けるべき事態である」との理解に墓づい
て社会憲章に組みしていないことからも，この憲章の性格の一片が理解できる
であろう。従って，最初の段階での「新規」工場進出は良いとしても，その後
の環境の変化（進出先の賃金水準の上昇，新しい低賃金地域の誕生，あるいは
域内他地域でのインフラの整備など）に対応した形での工場移転（特に既存の
従業員が国内・国外を間わず「移民」しなくてはならないような移転）は極め
て困難なものとなってしまうのである。
　企業による最適立地探求行動は，スクラップ・アンド・ビルトを通じたダイ
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ナミックなプロセスを伴うものであり，それが禁じ手となってしまえば，経済
合理性は消滅する。単一市場における最適立地は極めて限られた規模でしか発
生し得ないのではないだろうか。しかも域内最大の縫済力を誇るドイッの視線
の先にあるのは南ではなく，東なのではないだろうか。
4．エピローグ
　ドイッの経済行動に変化が見られるという。「世界最高の賃金水準と栓界最
短の労働時問の同時達成」という奇跡を実現させ，しかも高度な社会福祉シス
テムを築き上げ，「勤労者天国」の名をほしいままにしてきたこの国が変わり
つつあるというのである。「グローバリゼーションの進展と国際競争の激化は，
資本が国民国家の枠を超えて自由に動く時代が到来したことを，経営者にも労
働組合にも，実感させた。その結果，戦後ドイツの社会経済システムの見直し
が，恵まれた労働条件や福祉の見直しという形で進んできた。＜その背景に
は〉冷戦の終結とソ違の崩壊後，チェコなど東欧諸国に工場進出する企業が相
次ぎ，『ものづくり大国」ドイッの空洞化が懸念させるようになっていった。
……土曜日出勤や残業などを柔軟に受け入れないと，職場が外国に奪われるこ
とを組合や従業員も十分理解している」㈱。多くの企業で労働条件の弾力化と
それに伴う超過勤務手当ての廃止などが実施されているともいう。
　こうした状況から想像しうる方向性は次の二つである。まず，ドイツ企業の
海外進出先が主としては東欧諸国が想定されているという事実である。もし旧
東ドイッ地域が（生産性に見合った形での）低賃金労働地域であれば，旧東ド
イッヘの旧西ドイッからの工場進出は今よりも格段に盛んであったであろうが，
そうではないことは先に指摘した。となれぱ，同じ低賃金諸国であっても，ス
ペインやポルトガルではなく，伝統的に深い絆を有している東欧諾国に目がゆ
くことはある意味で当然のことである（言語の点から見ても，東欧諸国の国民
のドイッ語理解力と商欧諸国の国民のそれとは歴然とした開きがある）。ユー
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口導入の有無にかかわらず，企業は既に国際的な最適立地探求行動を開始して
おり，それが現行EUに必ずメリットをもたらすという保証は全くないのであ
る。
次に，国際的な競争の激化に伴ってドイッ自身の経済体質が変化して，再び
世界の巨人の座に帰りつく可能性が顕在化してきたことである。「職を失うか
もしれない」といういわば「外圧」を挺子にして，経済システムが柔軟になる。
このことはドイッにおいて賃金の下方弾力性が発生することを予想させるもの
である。そしてこれはドイッ経済が再度成長軌遺に回帰することを意味してい
る。
　「単一通貨ユー口の導入は衰内経済あ全般的な活性化をもたらす」というの
は大いなる幻想というべきであろう。むしろマーシャルが考えたような形での
地域特化が生じる可能性が濃厚であり，これは諸国聞の経済構造に大いなる非
対称性を生み出すものとなるであろう。各国間の経済格差は拡大し，あるいは
ドイッの一人勝ちという状況になるかもしれない。そうなれば，EU財政に対
してドイッが求められる拠出金は莫大なものとなるであろう。しかし同じ民族
であっても「いつまで東に我々の税金を横流しするのか」という意見が畢挙の
争点の一つになりつつあるのが現在の旧西ドイッ地域住民の実態であるとすれ
ば，外国のための拠出に寛大であり一続けると予想するのはおよそ非現実的であ
ろう。
　ことは国別レベルでの話では終わらないかもしれない。最適立地の探求は，
一国内部における経済資源の偏在を強める可能性を高めるものであろう。イタ
リア・スペイン・ベルギーといった国では国内の「南北問題」がここ数年来の
頭痛のタネとなっているが，最適立地探求はこの間題を一層深刻なものにする
可能性すら秘めているのである。「統合」は思わぬところで「分裂」と「再
嗣」をもた今すものになるのかもしれない。そして，こうした†測を否定でき
ないにもかかわらず推進されようとしている「単一通貨の導入」にはどのよう
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な政治的な力学が働いているのであろうか。
劃1〕藤原（1997年）
　12）藤原（1998年）
　（3〕M㎝ti　M．（1996年）邦訳書220頁
　ω　藤原（1995年）
　15〕Ricardo　D（1817年）邦訳書上巻ユ33頁
　16〕Mo皿tl　M．（工996年）邦訳書110一ユユ2頁
　　　So皿ersF一（1998年）335－339頁にもこうした考えにそった「特化リスト」が掲載されている。
　17〕腕rsh自11A．（1920年）邦訳書第二巻225－226頁
　18〕同上　225頁
　（9〕Kr㎎mn．R（1994年）邦訳書262頁
　㈹　M㎝ti，M．（1996年）邦訳書66→7頁
　　　しかしこれも本書にみられる「つじつまの合わない記述」の一つであ乱スペイン・ポルトガ
　　ルはともかく，イギリスにはボフスロール社，イタリアにはフィアット社という自動車産業が立
　　派に存在している。特に後者が業界の雄であることは言を侯たない。またく〉内は藤原が挿入
　　した補足。
　　　岡田・川瀬・鈴木・富樫（1997年）32頁
　　　M㎝ti　M．（1996年）111－u2頁　　く〉内は藤原が挿入した補足。
　　　同上　112頁
　　　同」二　5－6頁
　　　同上　161一ユ62頁
　　　岡田　川瀬・鈴木・富樫（1997年〕20頁
　　　同上　25頁
　　　高尾く1994年）163－166頁
　　　同書で高尾氏は「日本のバブルがあの時期に崩壊した理由の一つは，東西ドイッの再統一のた
　　めの膨大な資金需要がドイツで発生したことにある」と述べている。
⑲東西ドイツの現況については1994年4月から96年3月にかけて在ベルリン日本総領事館で專門
　　調査員をつとめた経験を持つ大東文化大学の中島正人助教授から多大な情報の提供をうけた。記
　　して感謝の意を表したい。
eO北村寿信（1995隼）112頁
刎G1atzer　W．and　N011H．（1992年）邦訳書81頁
㈱　M㎝ti　M　（ユ997隼）邦訳書162頁
幽　E一一Agr醜A．M　（1994年）379－38C頁
ω　「朝日新聞」ユ998年9月12日朝刊13面　く〉内は藤原が揮入した補足・
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